
2021年4月1日

令和６年７月24日

職業安定局需給調整事業課

集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

資料２－４



集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

事項
前回までにいただいた

主な御意見
追加的対応の内容（案）

１法令順守徹底のための
ルールと施行の強化

①お祝い金・転職勧奨禁止
の実効性確保

（１－①）
・違反の繰り返しは困るので、事業
者を業務改善命令や指導のレベルで
抑えていくことは非常に重要ではな
いか。指導した場合、この改善はど
の程度なされるものなのか。
（5/29）

・違反事業所の割合が約6割と、3分
野の中小企業における従業員確保と
いう点で、非常に大きな懸念。違反
内容を見ると、遵守して当然の部分
での違反であり、引き続き、指導監
督など、健全な市場環境の整備に向
けて取り組むべき。（5/29）

・中小企業の人材不足はかつてない
ほど深刻で、今後の生産年齢人口の
減少を踏まえると、状況は更に厳し
いものになっていく。現在の主な対
応については、いずれも重要な取組
であり、今後も着実に実行し、引き
続き、健全な市場環境の整備に向け
て取り組んでいただきたい。
（1/26）

（１－①）
・お祝い金・転職勧奨禁止について、職業紹
介事業の許可条件に加える。
（指導監督にも関わらず、違反が継続・反復する場
合は、許可取消の対象になる。）
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集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

事項
前回までにいただいた

主な御意見
追加的対応の内容（案）

１法令順守徹底のための
ルールと施行の強化

②募集情報等提供事業に係
る対応

（１－②）
・今回の指導監督結果を踏まえれば、法令の
周知徹底や監督指導は勿論重要だが、現在の
法制度で十分なのかについても検討が必要。
（5/29）
・追加的対応の方向性については異論がなく、
特に、労働者の雇用の安定や雇用仲介事業全
体の健全化を図る観点から、募集情報等提供
事業者にも、お祝い金の禁止といった職業紹
介事業者と同程度の規制を検討してはどうか。
（5/29）

・募集情報等提供事業については、職業紹介
事業とは事業形態が明らかに異なっていると
認識。直ちに職業紹介事業と同様の規制を行
うことは適切ではないのではないか。
（5/29）
・どのようなビジネスモデルがあり、求職
者・求人者にどんな影響を及ぼしているか等、
実態把握を図るべき。人手不足の中で募集情
報等提供事業が果たす役割は大きくなってお
り、事業の健全な発展を目指すべき。
（5/29）

・募集情報等提供事業者に同じルールを適用
するのは少し違うかなとも思っている。ただ、
職業紹介事業者が、兼業する募集情報等提供
事業の利用者にやっているという逃げの場に
なっているような事実があるとするならば、
何か考えなければいけないと思う。（5/29）
・つまり、職業紹介事業と募集情報等提供事
業を兼業でやっているような所に関しては、
何らか同じようなルールを適用する等何か考
えなければいけないことになるのだろう。
（5/29）

（１－②）
募集情報等提供事業（労働者の登録から就職・定

着までの全ての過程）における金銭等の提供を原則
禁止とする規定を職業安定法指針に設けることとす
る。
（規定ぶりは、職業紹介事業について設けている現
行の規定と同様のもの。）

なお、今般の措置の趣旨（金銭等の誘因により、
労働市場における適正な需給調整機能の発揮に支障
が生じないようにすること）に照らし、これに該当
しないものとして、例えば、下記を明確に示すこと
としてはどうか。

①提供するサービスの質の向上を図るため、サービ
ス利用者からアンケート等への回答を求める場合で
あって、回答者全てに対してではなく、抽選による
少数者に対して、500円程度の電子ギフト券等を提
供するもの。
②イベント来場者を確保するため、転職フェアへの
来場及びブース訪問者に対して、500円程度の電子
ギフト券等を提供するもの。（求人サイトへの登録
の対価として提供されるものを除く。）
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集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

事項
前回までにいただいた

主な御意見
追加的対応の内容（案）

２雇用仲介事業の更なる
見える化

①職種ごとの紹介手数料実
績の見える化

②違約金等に係るトラブル
への対応

（２－①）
・医療・介護・保育分野においては、
先般の職業安定法施行規則の改正
（離職者数の開示強化）を含めて業
界全体の底上げに向け、様々な取組
を行っていることは理解。有料職業
紹介事業の更なる透明化として、平
均手数料や離職率の公表もされてい
るが、更なる透明性の確保に向けて
継続的な取組を求めたい。（1/26）

・得られる効果と事業者の負担のバ
ランスという観点もおさえてほしい。
（5/29）
・紹介手数料の開示について、公正
な競争を阻害することがないよう、
例えば手数料率による表示を可能と
するといった工夫があるとよい。
（5/29）

・売り手市場の中で、通常行われる
はずの求職者に対するカウンセリン
グなどが実施されず、単なる人材の
横流しをするだけの紹介事業者が存
在するという話も耳にする。今後、
ますます人材が逼迫した状況になる
中、今回の（集中的指導監督の）結
果も踏まえて、人材紹介の在り方を、
制度としても見直すべきタイミング
なのではないか。（5/29）

（２－①）
・職業紹介事業者の手数料実績の公開義務化
（省令改正により、職種ごとの常用就職に係る平均
手数料率の実績を人材サービス総合サイトに開示す
るよう規定）
※各事業者の取扱い上位５職種に限り、年間10件以下の職
種は対象外。
※定額制の事業者は、率に代え当該定額を開示。

（２－②）
・募集情報等提供事業者の利用料金・違約金
規約の明示義務化（指針に、利用者に誤解が生じ
ないよう、規約の内容を分かりやすく記載した書面
や電子メールにより、正確・明瞭に提示するよう規
定）
※違約金規約の明示については、職業紹介事業者に
も同様に求める。
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集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

事項
前回までにいただいた

主な御意見
追加的対応の内容（案）

２雇用仲介事業の更なる
見える化

①職種ごとの紹介手数料実
績の見える化

②違約金等に係るトラブル
への対応

（２－①）（続）
・中小企業者や、公定価格によって事業収入
の制約を受ける分野の事業者としては、職業
紹介手数料の負担は非常に重く、手数料に一
定の制限を掛ける、あるいは支援策を設定す
るなども検討していく必要があるのではない
か。（5/29）

・紹介手数料の平均値については、実態をよ
り反映したものとなるよう、常勤、非常勤と
いう点についても、是非「見える化」される
よう、検討してほしい。（1/26）

・優良事業者にするための手続・登録をしっ
かり進め、求人者が安心した仲介事業者を選
べるように、これからもっと推奨していくべ
き。（5/29）

・きちんとやっている所を引き立てていくこ
とが重要。「あそこは良いよ」という評判が
立つようなものをもう少し全面に出して、良
い所は持ち上げ、悪い所が淘汰されていくこ
とを作っていくことが非常に重要。（5/29）
・その中で、人材サービス総合サイトは非常
に重要なツールであり、これをもっとプラッ
トホームとして一般化させることが重要。
しっかりと嘘のないページとして運用してほ
しい。（5/29）

・集中的指導監督では、人材サービス総合サ
イト関連の違反が多かった。義務でありなが
ら、情報不掲載・内容不明瞭が多発している
のであれば、きちんと遂行させるべき。
（5/29）

（２－①）
・職業紹介事業者の手数料実績の公開義務化
（省令改正により、職種ごとの常用就職に係る平均
手数料率の実績を人材サービス総合サイトに開示す
るよう規定）
※各事業者の取扱い上位５職種に限り、年間10件以下の職
種は対象外。
※定額制の事業者は、率に代え当該定額を開示。

（２－②）
・募集情報等提供事業者の利用料金・違約金
規約の明示義務化（指針に、利用者に誤解が生じ
ないよう、規約の内容を分かりやすく記載した書面
や電子メールにより、正確・明瞭に提示するよう規
定）
※違約金規約の明示については、職業紹介事業者に
も同様に求める。
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集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

事項
前回までにいただいた

主な御意見
追加的対応の内容（案）

３公的部門における
職業紹介機能の強化

・ハローワークの機能強化
等

・ハローワークの機能強化には強く
期待。昨今の求職者の活動では、オ
ンラインの活用が増加していること
を踏まえ、システムの利便性や機能
強化も含めて、具体的な策を示して
ほしい。（5/29）

・ハローワークの機能強化について
は、是非お願いしたい（1/26)。

・ハローワークの機能強化
（医療・介護・保育分野等での人材確保を支援する
専門窓口の体制整備、ハローワークインターネット
サービスの操作性の改善などオンラインサービスの
充実、求人充足と職場定着のための雇用管理改善等
の支援等）

6

※１及び２は医療等３分野以外も含む事業全体について措置。３は医療等３分野を中心に強化。



集中的な指導監督結果等を踏まえた
労働力需給調整機能強化のための追加的対応（案）

事項
前回までにいただいた

主な御意見
追加的対応の内容

その他 （返戻金、認定制度）
・返戻金の問題が出てくると思う。公平な
負担の原則は必要。これは医療等だけでは
なくて、ほかにも職業紹介全般にも言える
のではないかと思うが、この辺もきちんと
した対応をしていくべきではないか。
（5/29）

・優良な紹介事業者の「見える化」は、人
材確保円滑化の有力な1つの手段と認識。
認定基準を追加する方向性に異存はないが、
今回の基準の追加が有効に機能するかの検
証を行いながら、必要に応じて更なる見直
しも検討していくことが重要。（1/26）

（業所管における対応）
・様々な対応を職業安定行政としては行っ
ていると理解。この3分野は社会のインフ
ラとして大事な分野であり、各分野を所管
する課があると承知。どのような課題が
あって、どういった対応をしているのか、
説明を受ける機会を設けてほしい。
（5/29）

・医療・介護・保育などの分野での質の高
いサービス水準は、職業紹介事業の見直し
や改善だけでは維持できない部分でもあり、
国の医療施策、福祉施策、とりわけ、診療
報酬、介護報酬、公的価格の部分の配慮も
含めて、ケアの現場を担う人材の育成や、
安心して働ける環境をつくることに事業者
がきちんと踏み出せるような取組を求めた
い。（1/26）

早期離職に対する一定の抑止効果をもたせるととも
に、早期離職の際には紹介手数料の一部が返還され
ることにより、求人側の安心や納得に資するものと
なるよう、認定基準を強化
･･･「６か月までの離職を対象とする返戻金制度を有
すること」を新たに認定基準に追加し、令和６年度
から適用。【済】
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【参考】参照条文等

○職業安定法（昭和22年法律第141号）（抄）

（ 法 律 の 目 的 ）

第 一 条 こ の 法 律 は 、 労 働 施 策 の 総 合 的 な 推 進 並 び に 労 働 者 の 雇 用 の 安 定 及 び 職 業 生 活 の 充 実 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 四 十 一 年 法 律 第 百 三 十 二 号 ） と

相 ま つ て 、 公 共 に 奉 仕 す る 公 共 職 業 安 定 所 そ の 他 の 職 業 安 定 機 関 が 関 係 行 政 庁 又 は 関 係 団 体 の 協 力 を 得 て 職 業 紹 介 事 業 等 を 行 う こ と 、 職 業 安 定

機 関 以 外 の 者 の 行 う 職 業 紹 介 事 業 等 が 労 働 力 の 需 要 供 給 の 適 正 か つ 円 滑 な 調 整 に 果 た す べ き 役 割 に 鑑 み そ の 適 正 な 運 営 を 確 保 す る こ と 等 に よ り 、

各 人 に そ の 有 す る 能 力 に 適 合 す る 職 業 に 就 く 機 会 を 与 え 、 及 び 産 業 に 必 要 な 労 働 力 を 充 足 し 、 も つ て 職 業 の 安 定 を 図 る と と も に 、 経 済 及 び 社 会

の 発 展 に 寄 与 す る こ と を 目 的 と す る 。

（ 有 料 職 業 紹 介 事 業 の 許 可 ）

第 三 十 条 有 料 の 職 業 紹 介 事 業 を 行 お う と す る 者 は 、 厚 生 労 働 大 臣 の 許 可 を 受 け な け れ ば な ら な い 。

② ～ ⑥ （ 略 ）

（ 許 可 の 条 件 ）

第 三 十 二 条 の 五 第 三 十 条 第 一 項 の 許 可 に は 、 条 件 を 付 し 、 及 び こ れ を 変 更 す る こ と が で き る 。

② 前 項 の 条 件 は 、 第 三 十 条 第 一 項 の 許 可 の 趣 旨 に 照 ら し て 、 又 は 当 該 許 可 に 係 る 事 項 の 確 実 な 実 施 を 図 る た め に 必 要 な 最 小 限 度 の も の に 限 り 、 か

つ 、 当 該 許 可 を 受 け る 者 に 不 当 な 義 務 を 課 す る こ と と な る も の で あ つ て は な ら な い 。

（ 許 可 の 取 消 し 等 ）

第 三 十 二 条 の 九 厚 生 労 働 大 臣 は 、 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 第 三 十 条 第 一 項 の 許 可 を 取 り 消 す こ と が で き る 。

一 第 三 十 二 条 各 号 （ 第 五 号 か ら 第 八 号 ま で を 除 く 。 ） の い ず れ か に 該 当 し て い る と き 。

二 こ の 法 律 若 し く は 労 働 者 派 遣 法 （ 第 三 章 第 四 節 の 規 定 を 除 く 。 ） の 規 定 又 は こ れ ら の 規 定 に 基 づ く 命 令 若 し く は 処 分 に 違 反 し た と き 。

三 第 三 十 二 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 付 さ れ た 許 可 の 条 件 に 違 反 し た と き 。

② 厚 生 労 働 大 臣 は 、 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 が 前 項 第 二 号 又 は 第 三 号 に 該 当 す る と き は 、 期 間 を 定 め て 当 該 有 料 の 職 業 紹 介 事 業 の 全 部 又 は 一 部 の 停 止

を 命 ず る こ と が で き る 。
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【参考】参照条文等

（ 事 業 報 告 等 ）

第 三 十 二 条 の 十 六 （ 略 ）

② （ 略 ）

③ 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 は 、 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 の 紹 介 に よ り 就 職 し た 者 の 数 、 当 該 有 料 職 業 紹 介 事 業 者

の 紹 介 に よ り 就 職 し た 者 （ 期 間 の 定 め の な い 労 働 契 約 を 締 結 し た 者 に 限 る 。 ） の う ち 離 職 し た 者 （ 解 雇 に よ り 離 職 し た 者 そ の 他 厚 生 労 働 省 令 で

定 め る 者 を 除 く 。 ） の 数 、 手 数 料 に 関 す る 事 項 そ の 他 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 事 項 に 関 し 情 報 の 提 供 を 行 わ な け れ ば な ら な い 。
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【参考】参照条文等

○職業安定法施行規則（昭和22年労働省令第12号）（抄）

（ 法 第 三 十 二 条 の 十 六 に 関 す る 事 項 ）

第 二 十 四 条 の 八 （ 略 ）

２ （ 略 ）

３ 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 は 、 職 業 安 定 局 長 の 定 め る と こ ろ に よ り イ ン タ ー ネ ツ ト を 利 用 し て 、 第 一 号 に 掲 げ る 事 項 に あ つ て は 前 年 度 （ 年 度 は 、 四 月

一 日 か ら 翌 年 三 月 三 十 一 日 ま で を い う 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 総 数 及 び 当 該 年 度 前 四 年 度 内 の 各 年 度 の 総 数 （ 四 月 一 日 か ら 九

月 三 十 日 ま で の 間 は 前 年 度 の 総 数 及 び 当 該 年 度 前 五 年 度 内 の 各 年 度 の 総 数 ） に 関 す る 情 報 を 、 第 二 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 事 項 に あ つ て は 前 年 度

の 総 数 及 び 当 該 年 度 前 四 年 度 内 の 各 年 度 の 総 数 （ 四 月 一 日 か ら 九 月 三 十 日 ま で の 間 は 前 年 度 前 五 年 度 内 の 各 年 度 の 総 数 ） に 関 す る 情 報 を 、 第 四

号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 事 項 に あ つ て は そ の 時 点 に お け る 情 報 を 、 そ れ ぞ れ 、 提 供 し な け れ ば な ら な い 。

一 当 該 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 の 紹 介 に よ り 就 職 し た 者 （ 以 下 こ の 号 に お い て 「 就 職 者 」 と い う 。 ） の 数 及 び 就 職 者 の う ち 期 間 の 定 め の な い 労 働

契 約 を 締 結 し た 者 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 無 期 雇 用 就 職 者 」 と い う 。 ） の 数

二 無 期 雇 用 就 職 者 の う ち 、 離 職 し た 者 （ 解 雇 に よ り 離 職 し た 者 及 び 就 職 し た 日 か ら 六 月 経 過 後 に 離 職 し た 者 を 除 く 。 ） の 数

三 無 期 雇 用 就 職 者 の う ち 、 前 号 に 掲 げ る 者 に 該 当 す る か ど う か 明 ら か で な い 者 の 数

四 手 数 料 に 関 す る 事 項

五 返 戻 金 制 度 に 関 す る 事 項

４ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 項 に 規 定 す る 有 料 職 業 紹 介 事 業 者 が 提 供 し な け れ ば な ら な い 情 報 の う ち 、 同 項 第 一 号 に 掲 げ る 事 項 に 関 す る 情 報 に

つ い て は 四 月 一 日 か ら 四 月 三 十 日 ま で の 間 は 前 年 度 前 五 年 度 内 の 各 年 度 の 総 数 に 関 す る 情 報 と 、 同 項 第 二 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 事 項 に 関 す る 情

報 に つ い て は 十 月 一 日 か ら 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 は 前 年 度 前 五 年 度 内 の 各 年 度 の 総 数 に 関 す る 情 報 と す る こ と が で き る 。

５ ・ ６ （ 略 ）
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【参考】参照条文等

○職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者、労働
者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情
報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働
者供給事業者の責務等に関して適切に対処するための指針（平成11年労働省告示第141号）（抄）

第 六 職 業 紹 介 事 業 者 の 責 務 等 に 関 す る 事 項 （ 法 第 三 十 三 条 の 五 ）

五 職 業 紹 介 に よ り 就 職 し た 者 の 早 期 離 職 等 に 関 す る 事 項

( 一 )  職 業 紹 介 事 業 者 は 、 そ の 紹 介 に よ り 就 職 し た 者 ( 期 間 の 定 め の な い 労 働 契 約 を 締 結 し た 者 に 限 る 。 ) に 対 し 、 当 該 就 職 し た 日 か ら 二 年 間 、

転 職 の 勧 奨 を 行 っ て は な ら な い こ と 。

( 二 ) ・ ( 三 )  略

九 適 正 な 宣 伝 広 告 等 に 関 す る 事 項

( 一 ) ・ ( 二 )  略

( 三 )  求 職 の 申 込 み の 勧 奨 に つ い て は 、 求 職 者 が 希 望 す る 地 域 に お い て そ の 能 力 に 適 合 す る 職 業 に 就 く こ と が で き る よ う 、 職 業 紹 介 事 業 の 質 を

向 上 さ せ 、 こ れ を 訴 求 す る こ と に よ っ て 行 う べ き も の で あ り 、 職 業 紹 介 事 業 者 が 求 職 者 に 金 銭 等 を 提 供 す る こ と に よ っ て 行 う こ と は 好 ま し く

な く 、 お 祝 い 金 そ の 他 こ れ に 類 す る 名 目 で 社 会 通 念 上 相 当 と 認 め ら れ る 程 度 を 超 え て 金 銭 等 を 提 供 す る こ と に よ っ て 行 っ て は な ら な い こ と 。
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【参考】参照条文等

○職業紹介事業の業務運営要領 通達様式第11号 ※現行の有料職業紹介事業許可条件

１ 労 働 基 準 法 （ 昭 和 2 2 年 法 律 第 4 9 号 ） 第 5 6 条 の 規 定 に よ り 使 用 を 禁 止 さ れ て い る 児 童 の 紹 介 を 行 わ な い こ と 。

２ 貸 金 業 又 は 質 屋 業 と 兼 業 す る 場 合 （ 法 人 の 代 表 者 又 は 役 員 が 、 他 の 法 人 等 で 兼 業 す る 場 合 も 含 む 。 ） は 、 当 該 兼 業 す る 事 業 に お け

る 債 務 者 に つ い て 紹 介 を 行 わ ず 、 ま た 、 債 務 者 を 求 職 者 と し な い こ と 。

３ 変 更 の 届 出 に よ り 有 料 職 業 紹 介 事 業 を 行 う 事 業 所 を 新 設 す る 場 合 は 、 当 該 事 業 所 に お い て も 、 許 可 基 準 の 所 定 の 要 件 を 満 た す こ と 。

４ 合 理 的 な 理 由 な く 特 定 の 求 人 者 に 限 っ て 職 業 紹 介 を 行 う も の で な い こ と 。

５ 職 業 紹 介 事 業 所 間 に お け る 業 務 提 携 を 行 う 場 合 は 、 次 の 事 項 を 遵 守 す る こ と 。

( 1 ) 業 務 提 携 に よ る 職 業 紹 介 を 実 施 し 得 る 職 業 紹 介 事 業 者 は 、 職 業 安 定 法 （ 昭 和 2 2 年 法 律 第 1 4 1 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） の 規 定 に

よ り 適 法 に 許 可 を 受 け 、 又 は 届 出 を し た 職 業 紹 介 事 業 者 に 限 ら れ る も の で あ る こ と 。

( 2 ) 求 職 者 に 対 す る 労 働 条 件 等 の 明 示 に 係 る 職 業 紹 介 事 業 者 の 義 務 （ 法 第 ５ 条 の ３ 第 １ 項 ） は 、 求 職 の 申 込 み を 求 職 者 か ら 直 接 受 理

し た 職 業 紹 介 事 業 者 が 履 行 す る こ と 。 た だ し 、 当 該 職 業 紹 介 事 業 者 が 事 業 を 廃 止 し た こ と 等 に よ り 、 労 働 条 件 等 の 明 示 義 務 を 履 行

で き な い 場 合 に は 、 業 務 提 携 を 行 う 他 の 職 業 紹 介 事 業 者 が 履 行 す る こ と 。 ま た 、 求 人 求 職 管 理 簿 （ 職 業 紹 介 の 取 扱 状 況 に 関 す る 事

項 及 び 離 職 の 状 況 に 関 す る 事 項 に 限 る 。 ） の 備 付 に 関 す る 義 務 （ 法 第 3 2 条 の 1 5 ） 並 び に 職 業 紹 介 事 業 報 告 及 び 職 業 紹 介 の 実 績 等 に

係 る 人 材 サ ー ビ ス 総 合 サ イ ト を 利 用 し た 情 報 提 供 の 義 務 （ 法 第 3 2 条 の 1 6 ） は 、 業 務 提 携 を 行 う 職 業 紹 介 事 業 者 の 間 で 取 り 決 め た 一

者 が 履 行 す る こ と 。

( 3 ) 業 務 提 携 に 際 し て 求 人 又 は 求 職 を 他 の 職 業 紹 介 事 業 者 に 提 供 し よ う と す る 場 合 に は 、 あ ら か じ め 求 人 者 又 は 求 職 者 に 、 業 務 提 携

の 内 容 と し て 提 供 先 の 職 業 紹 介 事 業 者 に 関 す る 次 の 事 項 を 明 示 し ( 注 ： 明 示 事 項 の 記 載 は 略 ) 、 求 人 者 又 は 求 職 者 が 求 人 又 は 求 職 の

提 供 に 同 意 す る 職 業 紹 介 事 業 者 に 限 っ て 行 う こ と と し 、 求 人 者 又 は 求 職 者 が 求 人 又 は 求 職 の 提 供 に 同 意 し な い 場 合 に は 業 務 提 携 の

対 象 と し な い こ と 。 こ の 場 合 に お い て 、 求 人 者 又 は 求 職 者 が 提 携 先 ご と に 同 意 又 は 不 同 意 の 意 思 を 示 す こ と が で き る よ う な 方 法 で

あ れ ば 、 一 度 に 複 数 の 提 携 先 に つ い て 、 同 意 又 は 不 同 意 の 意 思 を 確 認 す る こ と と し て も 差 し 支 え な い 。 た だ し 、 当 面 、 一 度 に 意 思

を 確 認 す る 提 携 先 は 1 0 以 内 と す る こ と 。

( 4 ) 職 業 紹 介 事 業 者 が 業 務 提 携 に つ い て 明 示 し 、 そ の 上 で 求 人 者 又 は 求 職 者 が 求 人 又 は 求 職 の 提 携 先 へ の 提 供 に 同 意 し た 場 合 に は 、

当 該 提 携 先 は 、 法 の 規 定 に よ り 当 該 求 人 又 は 求 職 を 受 理 し な い こ と が 認 め ら れ る 場 合 を 除 き 、 当 該 求 人 又 は 求 職 を 受 理 す る も の と

す る こ と 。

( 5 ) 提 携 先 へ の 提 供 に 同 意 す る 求 人 又 は 求 職 と そ れ 以 外 の 求 人 又 は 求 職 を 分 離 し て 管 理 す る と と も に 、 個 人 情 報 の 適 正 な 管 理 （ 正 確

か つ 最 新 の も の に 保 つ た め の 措 置 、 紛 失 、 破 壊 、 改 ざ ん を 防 止 す る た め の 措 置 等 ） に つ い て 、 よ り 一 層 、 的 確 に 対 応 す る こ と 。

( 6 ) 求 職 者 に 対 し て そ の 能 力 に 適 合 す る 職 業 を 紹 介 し 、 求 人 者 に 対 し て は そ の 雇 用 条 件 に 適 合 す る 求 職 者 を 紹 介 す る よ う に 努 め る こ

と 。

( 7 ) 手 数 料 は あ っ せ ん を 行 う 職 業 紹 介 事 業 者 に よ る 手 数 料 の 定 め の 範 囲 内 で 当 該 職 業 紹 介 事 業 者 が 徴 収 す る も の と す る こ と 。 12



【参考】参照条文等

６ 国 外 に わ た る 職 業 紹 介 を 行 う 場 合 は 、 次 の 事 項 を 遵 守 す る こ と 。

( 1 ) 国 外 に わ た る 職 業 紹 介 を 行 う に 当 た っ て は 、 法 第 3 2 条 の 1 2 第 １ 項 の 規 定 に よ り 取 扱 職 種 の 範 囲 等 と し て 届 け 出 た 国 以 外 を 相 手 先

国 と し て 職 業 紹 介 を 行 わ な い こ と 。

( 2 ) 国 外 に わ た る 職 業 紹 介 を 行 う に 当 た っ て は 、 出 入 国 管 理 及 び 難 民 認 定 法 （ 昭 和 2 6 年 政 令 第 3 1 9 号 ） そ の 他 の 出 入 国 関 係 法 令 及 び

相 手 先 国 の 法 令 を 遵 守 し て 職 業 紹 介 を 行 う こ と 。

( 3 ) 国 外 に わ た る 職 業 紹 介 を 行 う に 当 た っ て は 、 求 職 者 に 渡 航 費 用 そ の 他 の 金 銭 を 貸 し 付 け 、 又 は 求 人 者 が そ れ ら の 金 銭 を 貸 し 付 け

た 求 職 者 に 対 し て 職 業 紹 介 を 行 わ な い こ と 。

( 4 ) 国 外 に わ た る 職 業 紹 介 を 行 う に 当 た り 、 取 次 機 関 を 利 用 す る と き は 、 次 に 該 当 す る 取 次 機 関 を 利 用 し な い こ と 。

a 相 手 先 国 に お い て 活 動 を 認 め ら れ て い な い も の 。

b 職 業 紹 介 に 関 し 、 保 証 金 の 徴 収 そ の 他 名 目 の い か ん を 問 わ ず 、 求 職 者 の 金 銭 そ の 他 の 財 産 を 管 理 し 、 求 職 者 と の 間 で 職 業 紹 介

に 係 る 契 約 の 不 履 行 に つ い て 違 約 金 を 定 め る 契 約 そ の 他 不 当 に 金 銭 そ の 他 の 財 産 の 移 転 を 予 定 す る 契 約 を 締 結 し 、 又 は 求 職 者 に 対

し て 渡 航 費 用 そ の 他 の 金 銭 を 貸 し 付 け る も の 。

( 5 ) 職 業 紹 介 に 関 し 、 求 職 者 が 他 者 に 保 証 金 の 徴 収 そ の 他 名 目 の い か ん を 問 わ ず 、 金 銭 そ の 他 の 財 産 を 管 理 さ れ 、 又 は 他 者 が 求 職 者

と の 間 で 職 業 紹 介 に 係 る 契 約 の 不 履 行 に つ い て 違 約 金 を 定 め る 契 約 そ の 他 の 不 当 に 金 銭 そ の 他 の 財 産 の 移 転 を 予 定 す る 契 約 を 締 結

し て い る こ と を 認 識 し て 、 当 該 求 職 者 に 対 し て 職 業 紹 介 を 行 わ な い こ と 。

７ 法 第 3 3 条 の ６ の 規 定 に よ る 勧 告 を 遵 守 す る こ と 。
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